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京都市内の事業者の皆様へ

も のづく り

小売

ホテ ル

イ ベント 大学

食

京都市ごみ減量

キャ ラ ク タ ー

こごみちゃん

本ガイ ド ブッ ク は…

条例に基づき事業者の皆様に実施し ていただく

ごみ減量の取組について解説し ます。

京都市では、 市民・ 事業者の皆様と と も に、 ご みの減量、 分別・ リ サイ ク ルを

より 一層促進する ため、「 し まつのこ こ ろ 条例※」 を制定し ています。

（ ※「 京都市廃棄物の減量及び適正処理等に関する 条例」 の愛称）
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リ サイ ク ルでき ずかつ燃やさ ざるを

得ない廃棄物を 焼却する際に発電や

余熱利用を 行う処分する以外の手段がな

い場合は、 適正に処分

天然資源投入量

の抑制

はじ めに
　 京都市では、 モノ の生産に必要な最小限の資源が循環利用さ れるく ら し や事業活動の下、 地球

環境への負荷が持続可能なレ ベルに抑えら れ、 自然災害や長寿社会の進展等にも し なやかに対応

でき る、「 持続可能な循環型社会」 の実現を目指し ています。

　 持続可能な循環型社会の実現に向けては、 まずは２ Ｒ ※の取組を徹底する必要があり 、 そのう え

で、 分別・ リ サイ ク ル（ 再生利用） などに取り 組んでいく 必要があり ます。

京都市のごみの現状
　 令和 4  年度のごみ量（ 市受入量）は、こ れまでの長年にわたる市民・ 事業者の皆様の御尽力の結果、

ピ ーク 時（ 平成 1 2  年度、 8 2  万ト ン） から 2 2 年連続で減少し 、 3 7 9 ,6 18  ト ン（ 対前年度比▲

0 .2 万ト ン、 対前年度比▲0 .4 ％） と なり まし た。 それによっ て、 5  工場あっ たク リ ーンセンタ ー

を 3  工場まで縮小でき、 ごみ処理費用も 平成 1 4  年度 3 6 7  億円（ ピ ーク 時） から 令和 3  年度

2 3 2  億円へ 1 3 5 億円（ 3 7 ％） 削減でき ています。

※Red uce（ リ デュ ース） 及び Reuse（ リ ユース） のこ と 。 具体的には、 原材料の効率的な使用、 長寿命製品やリ サイ ク ルし やすい製

品の設計、 使い捨てプラ スチッ ク や食品ロスの削減、 修理サービスと いっ た「 リ デュ ース」、 シェ アリ ングサービス、 中古品の販売・

利用と いっ た「 リ ユース」 のこ と を 指し ます。

循環型社会（ 環境省資料より 作成）

8 2

H12 H17 H2 2 H2 7 R2 R3 R4 R1 2

目標
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8 0
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6 0
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0
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し まつのこ こ ろ 条例について
京都市では、 ２ Ｒ 及び分別・ リ サイ ク ルの促進による廃棄物の減量、 廃棄物の適正な処理等を図る

ため、 平成２ ７ 年に京都市廃棄物の減量及び適正処理等に関する条例（ し まつのこ こ ろ 条例） を改

正し 、 市民・ 事業者の取組について、 次のと おり 定めています。

事業者による 取組の実施状況等に関する 報告書及び計画書の提出について定めてい

ます。【 条例第 1 7  条】

ごみ減量について重点的に取り 組む 6  つの分野（ ①も のづく り 、②食、③販売と 購入、

④催事（ イ ベン ト 等）、⑤観光等、⑥大学・ 共同住宅等） に関し 、 市民、 事業者等が実

施し なければなら ないこ と 又は実施に努めなければなら ないこ と について定めていま

す。【 条例第 1 0  条から 第 16  条】

取組の実施義務・ 届出義務・ 報告義務を履行し ないなどの場合の改善勧告・ 公表に

ついて定めています。【 条例第 1 8  条】

市民・ 事業者等による 取組の実施状況を把握するための市民モニタ ー制度について

定めています。【 条例第 1 9 条】

事業用大規模建築物の所有者等によるごみ減量に関する 計画書の提出について定め

ています。【 条例第 2 1  条・ 2 4  条】

特定食品関連事業者による取組の実施状況等に関する計画書の提出について定めて

います。【 条例第 2 6  条】

事業者による分別の義務を定めています。【 条例第 3 8 条】

分別義務の違反者に対する指導を徹底するため、 違反者の特定に必要な調査、 違反

者に対する改善勧告、 命令及び公表の手続き について定めています。【 条例第 4 0  条】

詳細は

4 ～ 1 4  ページ

詳細は

15 ､1 6  ページ

詳細は

19 ページ

詳細は

18 ページ

詳細は

18 ページ

詳細は

17 ページ

詳細は

16 ページ

詳細は

20 ページ

催事（ イ ベント 等）
P9

催事（ イ ベント 等） の
主催者

ホテル・ 旅館業者 大　 学

分
別
義
務
等

販
売
や
飲
食
提
供
に
関
す
る
義
務
等 観光等

P1 0
大学・ 共同住宅等

P1 1

も のづく り
P4

食
P5 、 6

製造業者 食品小売業者・ 飲食店業者

販売と 購入
P7 、 8

小売業者
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[ も のづく り ] の取組

対象事業者　 　 製造業者（ 家電メ ーカ ー、 食品メ ーカ ー ほか）

実施義務と 努力義務 ①

実施義務

努力義務

努力義務

環境に配慮し た製品※への転換

促進に関する 消費者向けのPR

への協力（ 乾電池から 充電池へ、

蛍光管から LED へなど）

※ 環境に配慮し た製品… 

　  長く 繰り 返し 使える製品

製品の軽量化等の環境配慮事項

のPR（ 包装への印字など）

自治体が実施する 分別収集や 

拠 点 回 収 へ の 排 出 を 促 す PR 

（ 電池、 蛍光管、 家電等へのラ

べリ ングなど）

環境に配慮し た製品の選択を 促

す PR ポスタ ーを 展示会やショ ー

ルームに掲示 

簡易包装製品の開発・ 製造

系列店での店頭回収を 実施

ホームページを活用し た PR

製品の包装に PR ポイ ント を

ラ ベリ ング

製品の包装に自治体の排出方法

に従っ て出し ていただく メ ッ セー

ジを ラ べリ ン グ

eco

回収B OX

排出方法

お住まいの自治体の

排出方法に従っ て…

eco

eco

LED

LED

充電池

例

例

例
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D OG G Y

[ 食 ] の取組

対象事業者　 　 飲食店業者（ レスト ラ ン、 カ フ ェ 、 フ ァ スト フ ード 店 ほか）

実施義務と 努力義務 ②

実施義務 努力義務

食べ残さ ない食事を 促進するためのPR

（ 小盛り メ ニュ ーの紹介、 本市作成のPR 媒

体の配架、 掲示など）

食べ切れなかっ た料理の持帰り を 希望さ れ

る方への対応

POP やポスタ ーの掲示など

小盛り メ ニュ ーの紹介

☆報告書兼計画書の 取組項目1   （ P1 6 -Ⅱ）

☆報告書兼計画書の 取組項目2   （ P1 6 -Ⅱ）

ド ギーバッ グ等による 持帰り 希望者への対応

（ 生鮮食品など 調理の必要がある 食品は提供し ない

など、 衛生管理上の配慮が必要です。）

　 京都市で は、「 食べ残し 」 や「 売れ残り 」 を 減ら す工夫な ど、

食品ロス削減に取り 組む飲食店や宿泊施設、 食品小売店を「 食べ

残し ゼロ 推進店舗」 と し て認定し ています。 認定店舗の皆様には、

Ｐ Ｒ ツールの提供や京都市ホームページでの取組紹介等の支援を

行っ ていますのでぜひ御参加く ださ い。

　 認定制度の詳し い情報や申請書のダウンロード は以下のページ

を御覧く ださ い。

＜京都市食品ロスゼロプロジェ ク ト ＞

http ://www .sukkir i-kyoto.com

コ ラ ム 「 食べ残し ゼロ推進店舗」 認定制度について

▲ 認定ステッ カ ー

例例

http://www.sukkiri-kyoto.com
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努力義務

対象事業者　 　 食品小売業者（  
食品スーパー、
コ ン ビ ニ ほか ）、  飲食店業者（  

レ スト ラン、 カフ ェ 、
フ ァ スト フ ード 店 ほか ）

食品ロスの発生を 抑制する取組の

実施

食料品の見切り 販売の実施 需要予測に応じ た仕入れ量

の調整

努力義務

カ フ ェ 、 コ ンビ ニエン ススト ア等でのマイ

ボト ル持参者への飲料のみの提供及びマイ

ボト ルの使用を促す消費者への声掛け

（ 声掛けの代わり に案内の掲示でも 可）

努力義務

ウェ ッ ト ティ ッ シュ、ペーパータ オルなど

使い捨て製品の使用抑制

•  POP やポスタ ーの掲示

•  マイ ボト ル持参者へのポイ ント の付与

•  持ち 帰り 弁当等の購入時に、 割り 箸やスプーン な

どの要否と 必要数を 確認する 声掛け

•  使い捨てのウェ ッ ト テ ィ ッ シュ 、 ペーパータ オル

などを 希望者のみに提供

例

例
例

☆報告書兼計画書の 取組項目9   

　（ 物品小売業者用）（ P1 5 -Ⅰ）

☆報告書兼計画書の 取組項目1 0

　（ 物品小売業者用）（ P1 5 -Ⅰ）

☆報告書兼計画書の 取組項目1 1

　（ 物品小売業者用）（ P1 5 -Ⅰ）

☆報告書兼計画書の 取組項目3  

　  （ 飲食店業者用）（ P1 6 -Ⅱ）

☆報告書兼計画書の 取組項目4

　（ 飲食店業者用）（ P1 6 -Ⅱ）

☆報告書兼計画書の 取組項目5

　（ 飲食店業者用）（ P1 6 -Ⅱ）
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[ 販売と 購入 ] の取組

対象事業者　 　 小売業者（ 食品スーパー、 コ ンビニエンススト ア、 ド ラ ッ グスト ア ほか）

実施義務と 努力義務 ③

実施義務

ごみになるも のが少ないお買い

物（ 容器包装の少な い 商品や、

簡易包装・ 量り 売り の商品を選択

する など ） 又は資源物の回収を

消費者に促進するためのPR 店内アナウンス POP やポスタ ーの掲示

簡易包装に

ご協力を ～

飲み終わっ たら

分別・ リ サイ ク ル

BEER

ワ
イ
ン 

量
り
売
り

実施義務

レジ袋の有料化

レジ袋の要否と 必要枚数の確認

レ ジ袋の有料化の実施

レ ジ袋が必要かどう かを 確認する声掛け

例

例

量り 売り や簡易包装、 省容器包装

販売の推進、 容器包装の少ない

商品の PR な ど、 ご みにな る も

のが少ない販売の実施やPR 容器包装の少ない商品の販売

や PR

量り 売り や簡易包装

努力義務 例

☆報告書兼計画書の 取組項目1 、2 （ P1 5 -Ⅰ）

☆報告書兼計画書の 取組項目3 、4 （ P1 5 -Ⅰ）

☆報告書兼計画書の 取組項目5 （ P1 5 -Ⅰ）
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　 国は、 令和元年５ 月に、「 プラ スチッ ク 資源循環戦略」 を策定し たう えで、 令和２ 年７ 月にプラ スチッ

ク 製買物袋の有料化を義務化する改正容器包装リ サイ ク ル法関連省令を施行し、 プラ スチッ ク の資源循

環の促進に取り 組んでいます。 さ ら に、 令和４ 年４ 月には、 プラ スチッ ク に係る資源循環の促進等に関

する法律を制定し 、 プラ スチッ ク 製品の設計から 排出・ 回収・ リ サイク ルまでに関わる事業者・ 消費者・

自治体の役割を定め、 プラ スチッ ク の資源循環に向けた更なる取組を進めています。

　 本市では、 法律で有料化義務の対象と なっ ていないレ ジ袋（ 特定レジ袋） についても、 有料と するこ

と を努力義務と し て条例で定めています。

　 令和４ 年度には、 市内の約８ 割の小売事業者（ 報告対象のみ） が特定レ ジ袋を有料化し ており 、 特定

レ ジ袋についても 削減に向けた取組が進んでいます。

特定レジ袋の有料化について～市内の約８ 割の小売事業者が有料化～

特定レ ジ 袋
※

の有料化又は辞退

者へのポイ ント 還元の実施

※生分解性プ ラ スチッ ク を 使用し たレ

ジ袋等の国が定めるも の

レ ジ袋の使用抑制を 図るための

工夫を 消費者に促進するための

Ｐ Ｒ

特定レ ジ袋の有料化、 辞退者へ

のポイ ント 還元

マ イ バッ グ 持参の PR（ POP や

ポスタ ーの掲示など ）

POINT

ご協力を

お願いし ます

努力義務

努力義務

店頭回収の実施

（ 容器包装、 家電、

電池、 蛍光管 など）

ト レ イ や牛乳パッ ク の店頭回収 ・ 小型家電の店頭回収

・ 電池・ 蛍光管の店頭回収

回収BOX

コ ラ ム 1  国の取組について

例

例

☆報告書兼計画書の 取組項目6 、7 （ P1 5 -Ⅰ）

☆報告書兼計画書の 取組項目8 （ P1 5 -Ⅰ）

コ ラ ム 2
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[ 催事（ イベント 等） ] の取組

対象事業者　 　 催事（ イ ベント 等） の主催者（ 祭り 、 学園祭などの主催者）

実施義務と 努力義務 ④

イ ベント におけるリ ユース食器

の使用

リ ユース食器の使用

ご協力を

お願いし ます

努力義務

実施義務 努力義務

イ ベント における資源ごみの分別回収 イ ベント におけるマイ バッ グ持参等の 

呼び掛け（ 事前告知など）

分別ごみ箱の設置

イ ベント 告知H P・ チラ シ・ ポスタ ーなどへの記載

例

例

例
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[ 観光等 ] の取組

対象事業者　 　 ホテル・ 旅館業者

実施義務と 努力義務 ⑤

実施義務

宿泊者が資源ごみを分別排出できる環境の提供。 　 　 　 　 　 　

または、 従業員が分別する場合は、 宿泊者に対し て

分別の必要性を周知。

分別ごみ箱の設置 分別の取組を PR

おみやげ
ご
自
宅
用

贈
答
用

環境先進都市・ 京都

分別・ リ サイ ク ルを

徹底し ています！

対象事業者　 　 土産物の製造業者・ 小売業者（ 土産販売店、 ホテルほか）

同一商品の自宅用簡易包装品及び贈答用品

の製造・ 供給（ 製造業者）、 併売及び購入者

へのPR（ 小売業者）

POP やポスタ ーの掲示

環境先進都市・ 京都

自分みやげは

簡易包装で！

努力義務

他都市での物産展における簡易包装

のPR（ 京都市のごみ減量の取組のPR）

努力義務

宿泊施設で の使い捨て アメ ニテ ィ

グッ ズの提供抑制

努力義務

例

例
例

例

☆報告書兼計画書の 取組項目2 （ P1 6 -Ⅲ）

☆報告書兼計画書の 取組項目1 （ P1 6 -Ⅲ）
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[ 大学・ 共同住宅等] の取組

対象事業者　 　 大学

対象事業者　 　 共同住宅の所有者又は管理者

実施義務と 努力義務 ⑥

実施義務

実施義務

学生への減量方法・

分別ルールの周知・ 啓発

居住者への減量方法・

分別ルールの周知・ 啓発

大学における資源ごみの回収

拠点の設置

新入生向けガイ ダンスでの周知、 学生向け PC サイ ト への掲載

 当大学のごみ減量

居住者への減量方法・ 分別ルールの周知・ 啓発

分別のご協力を

お願いし ます

努力義務

•  小型家電の分別回収

•  電池・ 蛍光管の分別回収

回収BO X

例

例

例

☆報告書兼計画書の 取組項目1 （ P1 6 -Ⅳ）

☆報告書兼計画書の 取組項目2 （ P1 6 -Ⅳ）

※共同住宅を 新築さ れると き 又は新た

に管理さ れる と き は、 上記の内容に

係る届が必要です。（ 詳細はＰ 18 ）
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２ R 実 践 のた め の京都 市の支援 に つ い て

 ２ R を 推 進 する た めに 必 要 な P R グッ ズ を 提 供 い たし ま す。

 優 れ た ２ R 取 組 等 を 行う 事 業 所を 紹 介し ま す。

京都市ごみ減量・ 分別リ サイ ク ル総合情報サイ ト

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　   で公開し ています！

http s: //kyo to-kog om i.net/ スマート フ ォ ン から もご覧いただけます！

（ 例 ）  再 剥 離 ス テ ッ カ ー

（ 物 品 小 売 業 者用）

卓上スタ ンド 三角柱P O P

（ 飲食店業者用）

　

　

優良事業所

表 彰

こ の優良事業所の中から 、

独自性がある、先進的であるなど、

特に優れた取組を行う 事業所を 表彰

２Ｒ活動や分別・ リ サイクル活動に

積極的に取り 組んでいる市内事業所を認定

本市の広報媒体
でも 紹介！

優良賞
優良賞

認定

優良賞

　 京都市では、事業者の２ Ｒ 活動及び分別・ リ サイクル活動の取組意欲を 増進すると と も に、本市全体

の更なるごみ減量に向けた機運を 醸成するため、事業系廃棄物の減量及び再資源化に積極的に取り 組

んでいる市内事業所を「 ２ Ｒ 及び分別・ リ サイクル活動優良事業所」 に認定しています。当該優良事業

所には、認定証や優良事業所バナーを交付すると とも に、本市ホームページにおいて事業所名を掲載し

ます。

　 また、当該優良事業所の中から 、独自性がある、先進的であるなど、特に優れた取組を行う 事業所を

「 ２ Ｒ 及び分別・ リ サイクル活動優良賞」 として、年度ごと に表彰しています。表彰者には、賞状・ みやこ

杣木製銘板の授与、優良賞バナーを 交付すると と もに、取組内容について、本市広報媒体（ 京都市情報

館、京都こ ごみネット 、ごみゅにけーしょ ん等） で紹介し ます。

https://kyoto-kogomi.net/
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環境に配慮し た製品への転換促進に関する消費者向けの PR への

協力 ( 乾電池から 充電池へ、 蛍光管から LED へ など )
1 0条1 項

製　 造

飲　 食

小　 売

主催者

ホテル

・ 旅館

大　 学

集合住宅

管理者

⑥大学・

　 共同住宅等

⑤観光等

④催事

（ イ ベン ト 等）

③販売と 購入

②食

①も のづく り

取組分野 業種等 条例

〔 実施義務と 努力義務〕 一覧

関係事業者等の皆様に「 実施し ていただく 取組」（ 実施義務）   

（ 参考） 市民の皆様に「 実施に努めていただく 取組」  （ 努力義務）  （ ★）

1 0条3 項

1 2条1 項

1 2条4 項

1 号

1 1条1 項

1 号

1 1条3 項

1 ・ 3号

1 1条1 項

2 ・ 3号

1 1条3 項

2 号

1 3条3 項

1 3条4 項

1 4条3 項

1 4条4 項

1 5条1 項

1 6条1 項

乾電池から 充電池、 蛍光管から LED への転換など 環境に配慮し

た製品の利用（ ★）

食べ残さ ない食事を促進するための PR( 小盛り メ ニュ ーの紹介、

本市作成の PR 媒体の配架、 掲示等 )

食べ残さ ない食事の実践（ ★）

ごみの少ないお買い物の実践・ 資源物の回収拠点への排出（ ★）

レジ袋の有料化（ 環境に配慮し たレジ袋（ 特定レジ袋） は対象外）

レ ジ袋の要否と 必要枚数の確認

マイ バッ グ（ 買い物袋） の持参、 レ ジ袋の使用辞退（ ★）

イ ベント における 資源ごみの分別回収

イ ベント における 資源ごみの分別排出（ ★）

宿泊施設における 資源ごみの分別排出（ ★）

学生への減量方法・ 分別ルールの周知・ 啓発

居住者への減量方法・ 分別ルールの周知・ 啓発

宿泊者が資源ごみを分別排出でき る環境の提供又は分別排出方法

の案内（ 宿泊者ではなく 、 従業員が分けるこ と も 可）

ごみの少ないお買い物又は資源物の回収を 消費者に促進するため

の PR

取組項目

参　 考
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製品の軽量化等の環境配慮事項のＰ Ｒ（ 包装や製品への印字等）

自社又は自治体が実施する分別回収ルート への排出を 促す PR

( 包装や製品への印字等 )

食べ切れなかっ た料理の持帰り を 希望さ れる方への対応（ ド ギー

バッ グ等）

食品がその賞味期限に達する まで調理するこ と や仕入れ量調整

など、 食品廃棄物等の発生抑制のための工夫の実施

使い捨て食器（ 容器、 カ ト ラ リ ー、 ウェ ッ ト ティ ッ シュ 等） の使

用抑制

ごみの少ない商品の優先販売 ( 商品棚での PR など ) や簡易包装

販売、 量り 売り の実施

特定レ ジ袋の有料化又は辞退者へのポイ ント 還元の実施

マイ バッ グ持参の周知

店頭回収の実施 ( 容器包装、 家電、 電池、 蛍光管 等 ) 及び回収

方法の PR

量り 売り 、 ばら 売り での販売、 賞味期限内の販売継続、 仕入れ

量調整など 、 食品廃棄物等の発生抑制のための工夫の実施

持ち帰り 弁当等の購入時に、 割り 箸やスプーン、 ウェ ッ ト テ ィ

ッ シュ など が必要かどう か又は必要な数を 確認する 声掛け

イ ベント におけるマイ バッ グ持参等の呼び掛け（ 事前告知等）

イ ベント におけるリ ユース食器の使用

宿泊施設での使い捨てアメ ニティ グッ ズの提供抑制

【 製造業者】 同一商品の自宅用簡易包装品と 贈答用品の製造・ 供給

【 小売業者】 自宅用簡易包装品と 贈答用品の併売及び購入者への

PR

他都市での物産展における簡易包装の PR( 京都市のごみ減量の取

組の PR)

大学における資源ごみの回収拠点の設置

カ フ ェ 、 コ ンビ ニエンススト ア等でのマイ ボト ル持参者への飲料

のみの提供及びマイ ボト ルの使用を 促す消費者への声掛け ( 声掛

けの代わり に案内の掲示でも 可 )

製　 造

飲　 食

小　 売

主催者

ホテル

・ 旅館

大　 学

土産物

製造・

小売

関係事業者等の皆様に「 実施に努めていただく 取組」  （ 努力義務） 

⑥大学・

　 共同住宅等

⑤観光等

④催事

（ イ ベン ト 等）

③販売と 購入

　 ※「 ②食」 の

　 　 観点も 含む

②食

①も のづく り

1 0 条2 項

1 号

1 0 条2 項

2 号

1 2 条3 項

1 号

1 2 条3 項

3 号

1 1 条2 項

1 号

1 1 条2 項

2 号

1 1 条2 項

3 号

1 1 条2 項

4 号

1 2 条3 項

1 号

1 2 条3 項

2 号

1 2 条3 項

3 号

1 3 条1 項

1 号

1 3 条1 項

2 号

1 0 条2 項

1 号

1 1 条2 項

1 号

1 4 条5 項

1 5 条2 項

1 4 条1 項

1 2 条2 項

取組分野 業種等 条例 取組項目
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購入者に対し 、 レ ジ袋を 有償によ り 譲渡する 取組（ 特定レ ジ 袋

を 有償によら ずに譲渡するこ と を 含む。） 

購入者に対し 、 レ ジ袋の要否及び必要最小限の枚数（ レ ジ袋を

必要と する場合に限る。） を 確認する 取組 

廃棄物の発生抑制等に配慮し た製品を 優先的に販売し 、 及び廃棄

物の発生抑制等に配慮し た販売方法を 実施するよう 努める取組

特定レ ジ袋を 無償によ り 譲渡する こ と を 抑制する ための措置を

講じ る よう 努める取組 

購入者に対し 、 レ ジ袋の使用の抑制を 図る ための工夫を 促すた

めに必要な事項を 周知するよ う 努める取組 

再生利用を するこ と ができ る 廃棄物を 回収する ために必要な体制

を 整備し 、 及びその回収方法を 購入者に周知するよう 努める取組

自ら 持参し た容器に飲料を 入れて受け取る こ と のでき る 販売方

法を 実施し 、 及び容器の持参を 促すために必要な事項を 周知す

るよう 努める取組 

食品廃棄物等の発生を 抑制するための工夫を するよう 努める取組

使い捨ての食器の譲渡又は使用を 抑制する よう 努める取組 

購入者に対し 、 再生利用を する こ と ができ る 廃棄物を 分別し て

排出するよう 促すために必要な事項を 周知する取組 

購入者に対し 、 廃棄物の発生抑制等に配慮し た販売方法の優先

的な利用を 促すために必要な事項を 周知する取組 

・ 店内アナウンス 

・ PO Pやポスタ ーの掲示 

・ 店内アナウンス 

・ PO Pやポスタ ーの掲示 

・ レ ジ袋を 有料化 

・ 特定レ ジ袋を 使用 

・ レ ジ袋が必要かど う かを 確認

する 声掛け 

・ 容器包装の少ない商品の販売

やPR

・ 量り 売り や簡易包装 

・ 特定レ ジ袋の有料化

・ 辞退者へのポイ ン ト 還元

・ マ イ バッ グ持参のPR（ PO P

やポスタ ーの掲示など）  

・ ト レ イ や牛乳パッ ク 、 小型家

電、 電池、 蛍光管の店頭回収 

・ PO Pやポスタ ーの掲示

・ マイ ボト ル持参者へのポイ ン

ト 付与

・ 持ち 帰り 弁当等の購入時に、

割り 箸やスプ ーンなどの要否

と 必要数を 確認する声掛け

・ 使い 捨て のウ ェ ッ ト テ ィ ッ

シュ 、 ペーパータ オルなどを

希望者のみに提供

1 店舗の延床面積が 5 00 ㎡以上の事業者

市内のチェ ーン店の延床面積の合計が 3 ,0 00 ㎡以上の事業者

飲食店業者

ホテル・ 旅館業者

大学 市内の全ての大学・ 短期大学

市内のチェ ーン店の延床面積の合計が 3 ,0 00 ㎡以上の事業者

1 ホテル / 旅館の延床面積が 1 ,0 0 0 ㎡以上の事業者

市内のチェ ーン店の延床面積の合計が 3 ,0 00 ㎡以上の事業者

1 店舗の延床面積が 5 00 ㎡以上の事業者

物品小売業者 

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅰ

Ⅰ 物品小売業者 

以下の要件に該当する事業者は、 取組の実施状況等に関する報告書及び計画書を 毎年 6 月 3 0 日までに

提出する必要があり ます。【 条例第 17 条】 

（ 1 ～ 4 ： 実施義務、 5 ～ 1 1 ： 努力義務）

事業者報告制度について 

・ 食料品の見切り 販売の実施 

取組項目

１

2

3

4

5

6

7

8

9

1 0

1 1

取組例
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食事と し て提供さ れた食品を でき る限り 消費するこ と を 飲食店の

利用者に対し て促すために必要な事項を 周知する取組 

食品廃棄物等の発生を 抑制するための工夫を するよう 努める 取組

使い捨ての食器の譲渡又は使用を 抑制するよう 努める取組 

飲食店の利用者から 食事の一部を 持ち 帰る こ と を 希望する旨の申

出があっ たと き に、 衛生管理上支障がない限り こ れを 認める よう

努める取組 

自ら 持参し た容器に飲料を 入れて受け取る こ と のでき る 販売方法

を 実施し 、 及び容器の持参を 促すために必要な事項を 周知するよ

う 努める取組 

滞在者に対する使い捨ての日用品の提供又は販売を 抑制する よう

努める取組 

構内において、 学生が再生利用を する こ と ができ る廃棄物を 分別

し て排出するために必要な環境を 整備するよう 努める取組 

・ 本条例において２ Ｒ 等の取組の対象と なる事業者が実施義務・ 届出義務・ 報告義務を 履行し ない

など の場合、 必要な措置を 講じ るよう 勧告を するこ と があり ます。 【 条例第1 8 条第1項】

・ また、 勧告を 受けた事業者が当該勧告に従わなかっ たと き は、 その旨を 公表する こ と があり ま

す。 【 条例第1 8 条第2 項】

滞在者が廃棄物を 分別し て排出するために必要な環境を 整備する

取組又は滞在者に対し 本市における分別に関する取組について理

解を 得るために必要な事項を 周知する取組 

学生に対し 、 本市における廃棄物の発生抑制等に関する取組につ

いて周知し 、 及び当該取組が適切に実施さ れるために必要な啓発

を 行う 取組 

・ PO Pやポスタ ーの掲示

・ 小盛メ ニュ ーの紹介 

・ 需要予測に応じ た仕込み量

の調整 

・ PO Pやポスタ ーの掲示

・ マイ ボト ル持参者へのポイ

ント 付与

・ 分別ごみ箱の設置

・ 分別の取組を PR

・ 新入生向けガイ ダン スでの

周知

・ 学生向けPCサイ ト への掲載 

・ 小型家電、  電池・ 蛍光管の

分別回収 

・ アメ ニテ ィ 用品を 希望者の

みに提供

・ 使 い 捨 て の 容器 、 カ ト ラ

リ ー、 ウェ ッ ト ティ ッ シュ 、

ペーパータ オルなどを希望者

のみに提供 

・ ド ギーバッ グ等によ る 持帰

り 希望者への対応（ 生鮮食

品な ど 調理の必要がある 食

品は提供し ないなど、 衛生管

理上の配慮が必要です。 ）  

改善勧告・ 公表について

Ⅱ 飲食店業者 （ 1 ： 実施義務、 2 ～ 5 ： 努力義務）

Ⅲ ホテル・ 旅館業者 （ 1： 努力義務、 2 ： 実施義務）

Ⅳ 大学 （ 1 ： 実施義務、 2 ： 努力義務）

取組例

取組例

取組項目

取組項目

取組項目

取組例

１

2

3

4

5

1

2

1

2



17

　 本制度は、 優良事例の発掘や報告義務対象外の事業者等の取組状況等の把握を目的と し ており 、 市民

モニタ ーから の報告内容を本市が取り まと めて公表するこ と により 、 地域における２ Ｒ を中心と し たご

み減量活動の機運の醸成を目指し ます。【 条例第1 9 条第1項】

市民モニタ ー制度について

市民モニタ ー制度のし く み　 モニタ リ ン グの対象と なる事

業者は、 条例で 規定する 取組の

対象事業者のう ち、 以下の事業

者等が対象と なり ます。

① 物品小売業者

② 飲食店業者

③ 催事の主催者

　 市民モ ニ タ ー から の報告は、

事業者の皆様からの取組報告（ 事

業者報告制度） と あわせて、 毎

年１ 回、 本市がと り まと めて公

表し ます。

プラ スチッ ク 製品の店頭回収の実施例

（ 小売店）

プラ スチッ ク 製品の店頭回収を実施し ている。
自社製品の修理を実施し ている。

（ 飲食店）

売り 切るのが難し い商品を安価で提供するフー
ド シェ アリ ン グサービ スを 活用し 、 食品ロ ス
を削減し ている。

（ ホテル）

アメ ニティ を 客室に極力設置せず、 素材につ
いても バイ オマス由来のも のを採用し ている。

（ その他）

事業所内に給水器を 設置し 、 全社員にマ イ ボ
ト ルを配布し 、 使用を推奨し ている。

事業者の取組の優良事例
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その他届出制度について

　 京都市内における 店舗などの床面積の合計（ バッ ク ヤード

や厨房などを 含む）が3,000m 2以上の事業者は、毎年6月30日

まで に 、廃棄物の発生量や発生抑制の取組など に ついて 、前

年度の実績と 当該年度の見込みを 記載し た 計画書を 京都市

に提出する必要があり ます。

特定食品関連事業者減量計画書

チェ ーン展開する食品関連事業者対象

　 事業用に供する部分の床面積の合計が1,000m 2以上の事業

所の所有者は、毎年5月31日までに、廃棄物の発生量や発生抑

制の取組など について、前年度の実績と 当該年度の見込みを

記載し た計画書を 京都市に提出する 必要があり ます。

　 事業用大規模建築物を 新築する際には、廃棄物の発生量の

見込みや保管場所に関する事前の届出が必要です。

事業用大規模建築物減量計画書

事業用大規模建築物の所有者対象

事業用大規模建築物の建築主対象

お問合せ・ 提出 北、上京、左京、中京、右京の各区

東山、山科、下京、南、西京、伏見の各区

北部環境共生センター　 TEL 075-701-9800

南部環境共生センター　 TEL 075-671-0511

共同住宅等分別周知等届

共同住宅等の所有者等

【 条例第16条】

【 条例第26条】

【 条例第21条・ 24条】

対象

　 共同住宅等（ 一戸建て の住宅以外の住宅（ 長屋を 除く 。） ）

の所有者又は管理者は、 共同住宅等を 新築さ れる と き 又は新

た に 管理さ れる と き に 、 居住者へのご みの減量方法や分別

ルール等の周知・ 啓発方法や収集形態等を 記載し た届を 京都

市に提出する必要があり ます。

お問合せ・ 提出　 資源循環推進課  事業ごみ担当　 TEL 075-222-3948

お問合せ・ 提出　 資源循環推進課  事業ごみ担当　 TEL 075-222-3948
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リ サイ ク ル可能な紙類

※ 紙類の分別方法や出し 方については、 各事業所で現在のごみの収集等で取引をさ れている一般廃棄物

収集運搬業許可業者の方等 と 相談のう え、 適切にリ サイ ク ルさ れるよう 対応をお願いし ます。

リ サイ ク ルでき る紙類の例

チラ シ・ カ タ ロ グ 

新聞

紙袋

紙箱

雑誌

OA 用紙

封筒・ はがき

ダンボール

秘

機密書類 シュ レ ッ ダー紙 紙パッ ク

紙製包装紙

においや汚れのついた紙

ビ ニールやアルミ で

コ ーテ ィ ングさ れた紙

感熱紙（ レ シート 、FA X ）

防水加工さ れた紙

カ ーボン紙、感圧複写紙

写真・ 写真プ リ ント 用紙 紙以外のも のを

貼り 合わせてあるも の

圧着はがき

リ サイ ク ルでき ない紙類（ 禁忌品） の例 こ れら のも のは、 リ サイク ルへの悪影響が大きいので、

一般廃棄物と し て処理し てく ださ い。

事業者の分別義務について
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など

産業廃棄物と し て処理するも の

※ 産業廃棄物は、 廃棄物の処理及び清掃に関する法律において、 一般廃棄物処理施設に持ち込むこ と 　 　

　 が禁止さ れています。

プラ スチッ ク 類

弁当・ カ ッ プめんの容器、 ラ ッ プ類、 ト レ イ 、

ビ ニール袋、 発泡スチロール、 化学繊維など

金属類

刃物類、 スプレ ー缶、 一斗缶、 金具類など

ガラ ス陶磁器類

コ ッ プなどのガラ ス類、 陶磁器類など

蛍光灯電池類

蛍光灯、 乾電池、 ボタ ン電池、 充電池など

条例に基づく

調査等・ 改善勧告・ 命令・ 公表について

•  分別義務に違反し て廃棄物を排出し た者を特定する ために必要がある と 認めると き は、 本

市が指定する職員が、 当該廃棄物に関し 必要な調査を行い、 又は関係者に質問する こ と が

あり ます。【 条例第4 0条第1 項】

•  分別義務に違反し て一般廃棄物を排出し た者に対し 、 必要な措置を講じ るよう 勧告するこ

と があり ます。【 条例第40 条第4 項】

•  勧告を受けた者が当該勧告に従わなかっ たと き は、 相当の期限を定めて、 当該勧告に係る

措置を採るよう 命じ るこ と があり ます。【 条例第4 0 条第5 項】

•  命令を受けた者が正当な理由がなく て当該命令に従わなかっ たと き は、 その旨を 公表する

こ と があり ます。【 条例第4 0条第6項】

•  条例の施行に必要な限度において、 本市が指定する職員が土地又は建物に立ち入り 、 必要

な調査を行い、 若し く は関係者に質問するこ と があり ます。【 条例第40 条第1 項】

全ての事業者の皆様にごみの分別を義務付けています【 条例第38 条】。 次のごみ（ リ サイ ク ル可能な紙類、

産業廃棄物） は、 一般廃棄物収集運搬業許可業者が収集し てク リ ーンセンタ ーに搬入するごみ（ 透明袋

による排出） 又はク リ ーンセンタ ーに自ら 持ち込むごみと は、 必ず分別し て排出し てく ださ い。



「 排出事業者」と し て知っておく べき 事項及び（ 参考）

1

　 廃棄物の排出抑制、適正な分別、収集運搬、処理等を 定める「 廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（ いわゆる

「 廃棄物処理法」）では、事業者は自ら の事業活動に伴って生じ たごみ（ 事業系廃棄物）について は、自ら の責任に

おいて適正に処理し なければならず、ごみの再生利用を 積極的に推進するこ と で、その減量に努めなければなら

ないこ と と さ れています（ 第３ 条ほか。「 排出事業者責任」）。こ の「 排出事業者責任」の考え方のも と 、事業者には、主

に以下のこ と が求めら れています。

事業者によるごみの発生抑制、適正な分別及びごみ量の把握

ごみの発生を 抑制し たう えで、一般廃棄物、産業廃棄物、リ サイクル

可能なも のを 分別し 、できるも のはリ サイクルし ましょ う 。

ごみ量の把握に努めましょ う 。

● 　 事業者は、モノ の生産・ 消費・ 使用の各段階において、ご みを なるべく

　 出さ ず（ リ デュース（ 発生抑制）及びリ ユース（ 再使用））、できるだけ資源と

　 し てリ サイクルし たう えで、それでも 廃棄せざるをえない場合、「 事業系一般

　 廃棄物」と「 産業廃棄物」を正し く 分別し 、排出し なければなり ません。

● 　 持続可能な循環型社会の実現に向けては、更なるごみの減量が必要です。ごみの減量には、ごみ量の「 見える化」

　 が効果的であるこ と から、事業者自ら が、排出するごみ量の把握に努めてく ださ い。ごみの減量に取り 組むこ と で、

　 環境負荷の低減だけでなく 、経費節減や事業所のイメ ージアップにも つながります。

ポイント  2

ポイント  1

充電式電池や充電式電化製品の混入により 、 パッ カ ー車やごみ処理施設で発火！

危険物の混入により 、 収集作業中にケガが発生！

加熱式たばこ携帯電話タ ブレット
モバイル

バッ テリ ー
ワイヤレス
イヤホン ハンディ 扇風機

こ れら は事業系

一般廃棄物と して排出

できません。

産業廃棄物として処分

するなど、適切に

排出してね！

包丁 カッタ ーはさ み 注射器

● 　 事業者の従業員が事業活動に関し て廃棄物処理法

　 に違反する行為を行った場合、その従業員だけでなく 、

　 事業者にも 厳し い罰則が科さ れる場合があり ます。

● 　「 事業系廃棄物」を「 家庭ごみ」と し て排出するこ と

　（ 家庭ごみと して地域の集積所に排出するこ と など）は

　 違法行為（ 不法投棄）と なり ますので、絶対にし て は

いけません。

ごみの分別についての

詳細はこ ちら から

●５年以下の懲役　 　 ● 1 ,0 0 0 万円以下（ 法人は３ 億円以下）の罰金罰則の内容

　 平成3 1 年3 月には、 東北部ク リ ーン セン タ ーの破砕施設内で持込ごみの中に

入っ ていたリ チウムイ オン 電池から 火災が発生し 、 当該施設のベルト コ ン ベヤ

等が焼損し たこ と によ り 施設の全面復旧及び持込みごみの受入れ再開に約半年

間、 修繕費用と し て1 億5 千万円を 要し まし た。

リ チウムイオン電池による火災事故が多発！
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「 許可業者」と の契約の際の留意事項

2 許可業者への委託（ 事業系一般廃棄物）

京都市の許可を受けた業者（「 許可業者」）に処理を委託し まし ょ う 。

3 排出事業者による手数料の適切な負担（ 事業系一般廃棄物）

● 　 排出事業者の皆様が、事業系一般廃棄物の収集運搬を許可業者に委託する際、許可業者に支払われている「 ごみ

　 処理料金」には、許可業者の「 収集運搬料金」（ 人件費や燃料費等含む）だけでなく 、京都市がごみを 処理（ 焼却～

　 埋立）するための「 手数料」が含まれています。

　 　 こ の手数料については、許可業者を 通じ て間接的に市に納入さ れていますが、本来、「 排出事業者責任」の考え方

　 に基づき、排出事業者に負担いただく べきも のです。

● 　 手数料改定に係る契約更改に当たっては、自ら が排出するごみの種類と 量や回収希望頻度などを 、許可業者に

　 伝えて契約し ましょう 。

排出事業者が適切に手数料を 負担し まし ょ う 。

手数料改定に係る具体的な契約料金は、契約業者に相談し ましょ う 。

許可業者

ポイント  3

ポイント  4

ポイント  5

● 　 事業系一般廃棄物の収集運搬を委託する場合は、京都市の一般廃棄物収集 

　 運搬業の許可を受けた業者（「 許可業者」）に委託し なければなり ません。

　 　 無許可業者に委託するこ と は、違法（ 委託基準違反）と なり 、事業者に厳し

　 い罰則が科さ れます。

● 　 委託契約に当たっては、排出さ れるごみの種類と 量を 確認し たう えで、許可業者と 相談し 、収集の頻度、方法、

　 料金等について決定し 、契約し ましょう 。

ごみ処理料金 ごみ搬入手数料＋＝ 収集運搬料金

許可業者 京都市

ごみ搬入
手数料

ごみ搬入
手数料

収集運搬
料金

排出事業者

ごみ処理料金には、

京都市のごみ搬入

手数料が含まれて

いるんだね
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こ の印刷物が不要になれば

「 雑がみ」 と し てリ サイク ルへ
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